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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第２部門第１区分
【発行日】平成24年9月27日(2012.9.27)

【公表番号】特表2011-529780(P2011-529780A)
【公表日】平成23年12月15日(2011.12.15)
【年通号数】公開・登録公報2011-050
【出願番号】特願2011-521415(P2011-521415)
【国際特許分類】
   Ｂ０１Ｊ  23/44     (2006.01)
   Ｂ０１Ｊ  23/42     (2006.01)
   Ｂ０１Ｊ  23/755    (2006.01)
   Ｂ０１Ｊ  23/46     (2006.01)
   Ｂ０１Ｊ  23/72     (2006.01)
   Ｂ０１Ｊ  23/745    (2006.01)
   Ｂ０１Ｊ  23/50     (2006.01)
   Ｂ０１Ｊ  23/89     (2006.01)
   Ｃ０７Ｂ  37/04     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ 201/12     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ 205/06     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ 209/36     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ 211/45     (2006.01)
   Ｃ０７Ｂ  35/02     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ   5/10     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ  13/18     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ   5/03     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ   9/15     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ  45/68     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ  29/145    (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ  33/20     (2006.01)
   Ｃ０７Ｂ  41/02     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ  45/64     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ  49/245    (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ 227/20     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ 229/08     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ  49/825    (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ  41/26     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ  43/23     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ  45/62     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ  49/303    (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ  17/35     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ  25/02     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ  33/24     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ 213/00     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ 215/68     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ  47/02     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ  39/11     (2006.01)
   Ｃ０７Ｂ  31/00     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ   1/26     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ  15/04     (2006.01)
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   Ｃ０７Ｃ 209/52     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ 211/27     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ 215/48     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ  29/10     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ 231/06     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ 233/65     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ  45/39     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ  49/76     (2006.01)
   Ｃ０７Ｄ 295/06     (2006.01)
   Ｃ０７Ｂ  61/00     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｂ０１Ｊ  23/44    　　　Ｚ
   Ｂ０１Ｊ  23/42    　　　Ｚ
   Ｂ０１Ｊ  23/74    ３２１Ｚ
   Ｂ０１Ｊ  23/46    ３１１Ｚ
   Ｂ０１Ｊ  23/46    ３０１Ｚ
   Ｂ０１Ｊ  23/72    　　　Ｚ
   Ｂ０１Ｊ  23/74    ３０１Ｚ
   Ｂ０１Ｊ  23/50    　　　Ｚ
   Ｂ０１Ｊ  23/89    　　　Ｚ
   Ｂ０１Ｊ  23/46    　　　Ｚ
   Ｃ０７Ｂ  37/04    　　　Ｂ
   Ｃ０７Ｃ 201/12    　　　　
   Ｃ０７Ｃ 205/06    　　　　
   Ｃ０７Ｃ 209/36    　　　　
   Ｃ０７Ｃ 211/45    　　　　
   Ｃ０７Ｂ  35/02    　　　　
   Ｃ０７Ｃ   5/10    　　　　
   Ｃ０７Ｃ  13/18    　　　　
   Ｃ０７Ｃ   5/03    　　　　
   Ｃ０７Ｃ   9/15    　　　　
   Ｃ０７Ｃ  45/68    　　　　
   Ｃ０７Ｃ  29/145   　　　　
   Ｃ０７Ｃ  33/20    　　　　
   Ｃ０７Ｂ  41/02    　　　　
   Ｃ０７Ｃ  45/64    　　　　
   Ｃ０７Ｃ  49/245   　　　　
   Ｃ０７Ｃ 227/20    　　　　
   Ｃ０７Ｃ 229/08    　　　　
   Ｃ０７Ｃ  49/825   　　　　
   Ｃ０７Ｃ  41/26    　　　　
   Ｃ０７Ｃ  43/23    　　　Ｂ
   Ｃ０７Ｃ  45/62    　　　　
   Ｃ０７Ｃ  49/303   　　　　
   Ｃ０７Ｃ  17/35    　　　　
   Ｃ０７Ｃ  25/02    　　　　
   Ｃ０７Ｃ  33/24    　　　　
   Ｃ０７Ｃ 213/00    　　　　
   Ｃ０７Ｃ 215/68    　　　　
   Ｃ０７Ｃ  47/02    　　　　
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   Ｃ０７Ｃ  39/11    　　　　
   Ｃ０７Ｂ  31/00    　　　　
   Ｃ０７Ｃ   1/26    　　　　
   Ｃ０７Ｃ  15/04    　　　　
   Ｃ０７Ｃ 209/52    　　　　
   Ｃ０７Ｃ 211/27    　　　　
   Ｃ０７Ｃ 215/48    　　　　
   Ｃ０７Ｃ  29/10    　　　　
   Ｃ０７Ｃ 231/06    　　　　
   Ｃ０７Ｃ 233/65    　　　　
   Ｃ０７Ｃ  45/39    　　　　
   Ｃ０７Ｃ  49/76    　　　Ａ
   Ｃ０７Ｄ 295/06    　　　Ｚ
   Ｃ０７Ｂ  61/00    ３００　

【手続補正書】
【提出日】平成24年8月3日(2012.8.3)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　１つ若しくはそれ以上の金属触媒又はそれらの前駆体、及びシリカを含有してなり、当
該金属触媒又はそれらの前駆体が、当該シリカのＳｉ－Ｏ－Ｓｉ結合の網目構造に組み込
まれている、金属含有有機シリカ触媒。
【請求項２】
　当該金属含有有機シリカ触媒中の金属触媒又はそれらの前駆体の金属が、遷移金属又は
周期表のＩＩＩａ族～ＶＩａ族の金属である、請求項１に記載の金属含有有機シリカ触媒
。
【請求項３】
　金属触媒又はそれらの前駆体の金属が、Ｎｉ、Ｒｕ、Ｒｈ、Ｐｔ、Ｓｎ、Ｚｒ、Ｉｎ、
Ｃｏ、Ｃｕ、Ｃｒ、Ｍｏ、Ｏｓ、Ｆｅ、Ａｇ、Ａｕ、Ｉｒ、若しくはＰｄ、又はこれらの
組み合わせを含有してなる、請求項１又は２に記載の金属含有有機シリカ触媒。
【請求項４】
　（ｉ）ケイ素源と加水分解作用のある溶媒とを混合すること；
　（ｉｉ）得られた混合物に、１つ若しくはそれ以上の金属触媒又はそれらの前駆体を加
えること；及び、
（ｉｉｉ）工程（ｉｉ）の混合物を縮合触媒で処理すること；
を含有してなる、金属含有有機シリカ触媒を製造する方法。
【請求項５】
　金属触媒又はその前駆体の金属が、Ｎｉ、Ｒｕ、Ｒｈ、Ｐｔ、Ｓｎ、Ｚｒ、Ｉｎ、Ｃｏ
、Ｃｕ、Ｃｒ、Ｍｏ、Ｏｓ、Ｆｅ、Ａｇ、Ａｕ、Ｉｒ、若しくはＰｄ、又はこれらの組み
合わせを含有してなる、請求項４に記載の方法。
【請求項６】
　当該金属触媒の前駆体が、金属錯体、金属塩、又はこれらの対応する無水形態若しくは
溶媒和形態である、請求項４又は５に記載の方法。
【請求項７】
　さらに、工程（ｉｖ）として、工程（ｉｉｉ）で得られた混合物を、金属触媒に必要な
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酸化レベルを与えるように、１つ又はそれ以上の還元剤で処理することを含有してなる、
請求項４から６のいずれか一項に記載の方法。
【請求項８】
　当該還元剤が、ヒドリド系還元剤を含む、請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　当該ケイ素源が、式Ｒ４－ｘＳｉ（Ｌ）ｘ（式中、Ｒは、アルキル、アリール又はアル
キル－アリールであり、Ｌは、独立して、Ｃｌ、Ｂｒ、Ｉ又はＯＲ’であり、ここで、Ｒ
’は、アルキル又はベンジルであり、ｘは、１～４の整数である）の化合物である、請求
項４～８のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１０】
　請求項１から３のいずれか一項に記載されている金属含有有機シリカ触媒の存在下に、
金属触媒による化学反応を行って、当該化学反応による生成物を製造する方法。
【請求項１１】
　請求項１に記載の金属含有有機シリカ触媒を提供すること、当該触媒反応に参入するこ
とが可能な少なくとも１つの反応剤を提供すること、当該少なくとも１つの反応剤を拡散
させ、当該金属含有有機シリカ触媒の金属に吸着させること、及び当該触媒反応で得られ
た生成物を当該金属から脱離させ、そしてその固体表面から拡散させて、当該金属含有有
機シリカ触媒の金属にある触媒部位を再生させることを含有してなる、触媒反応を行う方
法。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１２８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１２８】
　（実施例２３　パラジウム含有有機シリカ触媒による反応－触媒的水素添加及び水素化
分解）
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１３１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１３１】
　（実施例２４　銀含有有機シリカ触媒の調製）
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１３４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１３４】
　（実施例２５　銀含有有機シリカ触媒による反応－ニトリルの水和）
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１３５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１３５】
　シュレンク（Ｓｃｈｌｅｎｃｋ）管中、ベンゾニトリル（０．５ミリモル、１当量）及
び実施例２４で調製されたＳｉ－Ａｇ触媒を、水（１０ｍＬ）中、アルゴン雰囲気下、１
４０℃で４時間撹拌する。反応が終了した後、触媒を濾別して、ジクロロメタンで洗浄す
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る。水相をジクロロメタンで抽出する。有機画分を合わせて、生成物（ベンズアミド）へ
の転化率を、基質に関して、ＧＣ／ＭＳ分析によって決定する。結果を表２４にまとめて
いる。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１３７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１３７】
　（実施例２６　銀含有有機シリカ触媒による反応－アルコールの脱水素化）
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１３８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１３８】
　１－フェニル－１－プロパノール（０．１ｍＬ、０．７２９ミリモル）及び実施例２４
で調製されたＳｉ－Ａｇ触媒の混合物を、ｍ－キシレン（１０ｍＬ）中、アルゴン雰囲気
下、１３０℃で１７時間撹拌する。触媒を濾別して、ジクロロメタンで洗浄する。脱水素
化生成物への転化率は、基質に関して、ＧＣ／ＭＳ分析によって決定する。結果を表２５
にまとめている。
【手続補正８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１４０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１４０】
　（実施例２７　白金－ニッケル含有二金属有機シリカ触媒の調製）
【手続補正９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１４４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１４４】
　（実施例２８　白金－ニッケル含有有機シリカ触媒による反応－ハロゲン化物存在下、
アリールニトロ基の水素添加）
【手続補正１０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１４５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１４５】
　ニトロ基質（２ミリモル、１当量）及び実施例２７で調製されたＳｉ－Ｐｔ－Ｎｉ触媒
を、メタノール（１０ｍＬ）中で混合して、ＧＣ／ＭＳ分析が最大の転化率を示すまで、
水素雰囲気（１ａｔｍ）下、室温で撹拌する。結果を表２８にまとめている。
【手続補正１１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１４７
【補正方法】変更
【補正の内容】



(6) JP 2011-529780 A5 2012.9.27

【０１４７】
　（実施例２９　白金－パラジウム含有有機シリカ触媒の調製）
【手続補正１２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１５１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１５１】
　（実施例３０　白金－パラジウム含有有機シリカ触媒による反応－穏和な条件でのアレ
ーンの水素添加）
【手続補正１３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１５２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１５２】
　基質（２ミリモル、１当量）及び実施例２９で調製されたＳｉ－Ｐｔ－Ｐｄ触媒を、メ
タノール又はヘキサン（１０ｍＬ）中で混合して、水素雰囲気下（１ａｔｍ）、室温で撹
拌する。この基質に関する転化率は、ＧＣ／ＭＳ分析によって決定する。結果を表３１に
まとめている。
【手続補正１４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１５４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１５４】
　（実施例３１　ロジウム－白金含有有機シリカ触媒の調製）
【手続補正１５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１５８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１５８】
　（実施例３２　ロジウム－白金含有有機シリカ触媒による反応－穏和な条件でのアレー
ンの水素添加）
【手続補正１６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１５９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１５９】
　基質（２．５ミリモル、１当量）及び実施例３１で調製されたＳｉ－Ｒｈ－Ｐｔ触媒を
、ヘキサン（１０ｍＬ）中で混合して、水素雰囲気下（１ａｔｍ）、室温で撹拌する。こ
の基質に関する転化率は、ＧＣ／ＭＳ分析によって決定する。結果を表３４にまとめてい
る。
【手続補正１７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１６１
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【０１６１】
　（実施例３３　イリジウム含有有機シリカ触媒の調製）
【手続補正１８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１６４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１６４】
　（実施例３４　イリジウム含有有機シリカ触媒による反応－二重結合の還元）
【手続補正１９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１６５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１６５】
　基質（０．５ミリモル、１当量）及び実施例３３で調製されたＳｉ－Ｉｒ触媒を、エタ
ノール（５ｍＬ）中、水素雰囲気下（１ａｔｍ）、室温で撹拌する。反応が終了した後、
触媒を濾別して、エタノールで洗浄する。目的の生成物への転化率は、基質に関して、Ｇ
Ｃ／ＭＳ分析によって決定する。結果を表３６にまとめている。
【手続補正２０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１６７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１６７】
　（実施例３５　２９Ｓｉ固体ＮＭＲ）
【手続補正２１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１７０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１７０】
　（実施例３６　Ｘ線回折分析（ＸＲＤ））
【手続補正２２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１７３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１７３】
　（実施例３７　ＧＣ／ＭＳ分析）
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